


















































































































































































































































長 務 部 ’一・｜誼。｜鏑’門
（大矢・小休『会社法務部の研究」173頁）
同社の法規部の所轄事項は，つぎのとおりである（1988年現在)。
＜国内グループの主な所轄事項＞
Ｌ各種契約書の作成・検討
２．法的諸問題についての指導・助言
３．訴訟・係争事件の処理
４．社内法務教育の実施
社内弁護士小論（大矢）９
５．各種法務情報の収集・提供
６．関係会社・子会社に対する法務指導
７．国内弁護士との連携業務等
く海外法務グループの主な所轄事項＞
１．通商・ダンピング問題
２．海外独禁法問題
３．海外における訴訟。係争事件
４．海外弁護士との連携業務
同法規部の特色は，前掲の所轄事項にふられるように，戦略法務を志向す
るゼネラル・スタッフ型に脱皮しており，日常の法律業務は現場に任せてい
る。同法務部はその後，さらに組織の強化を図り，平成元年６月には，社内
弁護士を擁する数少ないアメリカ型法規部と日本型法規部の中間的な組織を
（11〕
形成する折衷型法規部を構成するに至っている。このような傾向Iま大企業に
（12）
おいて徐点にみられる。
完全なる会社法規部の第３の特質は，会社法務の法律専門のサービス部署
である。前述したように，会社法規部の形態は，企業環境と組織の拡大に伴
い順次内部組織の充実を図り，サービス・スタッフ型からスペシャリスト型，
さらにゼネラルスタッフ型へと発展するが，いずれにしても法規部は，法律
専門のサービス部署である。それは，主としてトップマネージメントに対す
る助言（advice）と助力(servise）を提供する部署である。
このサービスは，サービス・スタッフ型法規部における法律サービスは，
日常業務におけるものを中心に，六法全書を開いて説明する程度のものは現
（13）
場で処理されるようIこなり，より複雑な法律事務の処理や高度の法律的理論
武装が要求され，さらに“法律の予言'，をすることが要請される。これが，
ゼネラル・スタッフ型法規部を主流とする完全なる会社法規部における法規
部員の役割であるといえる。
ルーダー教授は,論文「今日の社会における会社法規部」（ＴﾉｉｃＣｏγP”ａｒｅ
（ｌｐ
ＬａｚｕＤｅＰαγ/籾e"ノオ〃Ｔｏ`αy，SCOγPCγatio"）の中で，法律家の本質的な
10
資質として“予言すること”つまり，“法務の予言”であると述べている点
に注目したい。ルーダー教授は，企業経営上の意思決定は，すべての結果に
ついての予言を必然的に含まれているとされている。企業経営における予言
は，会社法規部における社内弁護士の役割は予防（予防法務）でなく予言
（経営戦略法務）である。この予言は，シカゴ大学のルエリン元教授が主張
されていた法律家の仕事は「本質的には経営（management）を企業し組
（15）
織する」ということとｵ目通じるものであり，また，アレンＤ，チョーカー氏
が「社内弁護士の役割」の中で，社内弁護士が演ずるべき６つの役割の１つ
（16）
としてあげられている“予言者，，という主張とも同じ理念を有するものとい
える。
完全なる会社法規部の第４の特質は、法律専門家（Iegalspecialist）の集
団である。私が提唱する完全なる会社法規部は，純法律家である弁護士
(lawyer）と企業ジュリスト（corporptejurist）等の準法律家（lawspe-
cialist）からシステム化された法律専門家の集団である。会社法規部の人的
（17）
組織に関して見解の分かれるところである。
（３）完全なる会社法規部と社内弁護士の役割
完全なる会社法規部は，前述したように，法律専門家の集団としての部署
である会社法規部のあるべき姿は，企業経営上のあらゆる法的危険の発生を
予見し，法的危険の具体的な顕在化を未然に防ぐ予防法務機能かつ戦略法務
（18）
;機能を有機的に機能すべきである。
そのためには，いわゆる経営法学的人間像を身につけた企業法務に強い純
法律家として弁護士と準法律家との構成によるシステム化された法律専門家
の集団であらねばならないといえよう，このような人的組織から形成される
会社法規部を私は「折衷的会社法規部」と称している。この会社法規部の人
的組織（法務部員）の構成（質的構成）に関して，日米の企業間にその顕著
な相違点がみられる。アメリカの企業の法規部の人的組織は純法律家である
社内弁護士を中心に構成されているのに対し，日本の企業における会社法規
社内弁護士小論（大矢）１１
部は，企業ジュリストを中心とする準法律家により構成されているところに，
日米間の企業における会社法規部の最も顕著な相違点がある。この社内弁護
士を人的組織中心に置く会社法規部を「アメリカ型会社法規部」と称するな
らば，社内弁護士を擁することなく準法律家を人的組織とする会社法規部を
「日本型会社法規部」と称することができる。わが国の企業における会社法
規部のあるべき姿として，日本型会社法規部とアメリカ型会社法規部のいず
れかの選択について見解が分かれていることについては，既に述べてきたと
（19）
ころである。
アメリカにおける会社法規部の歴史は社内弁護士の歴史だともいわれてい
(20）
る。アメリカの企業が法規部を設置したH寺点で社内弁護士を人的組織に組染
込んできた。このアメリカの社内弁護士の日常業務は主として予防法務の実
（21）
践にあった。企業経営上の法的危険の予見と回避Iま社内弁護士の役割とされ
てきた。
これに対し，わが国における会社法規部の歴史は，社内弁護士抜きの歴史
であったといっても過言ではない。その背景としては，弁護士の絶対数がア
メリカに比べて非常に少ないことを挙げることでわかる。ちな象に，日本の
総弁護士数が約１万３千人に対しアメリカの弁護士数は70万人を突破してい
るという。アメリカのロースクールの毎年の卒業生数約３万人の大部分が弁
護士になる。それだけ，弁護士数が年点増え続けているアメリカに対し，日
本では毎年300～400人位と考えられている。さらに，わが国においては，弁
護士の使命をプロフェッション（profession）として弁護士の木質を自由業
に求めようとする観念が根強く存在するうえ，弁護士法第30条第３項による
弁護士の私企業への就職の制約等をあげることができる。このような背景が
主たる理由として「日本的会社法規部」論が展開される。
この点，小島武司教授は，「日本型法規部は，わが国の社会構造，裁判制
度，弁護士業務，法学教育その他もろもろの要因を踏まえて，いわば法務環
（22）境との適合関係において形成されなければならない」と解さ;れ「…紛争･解決
ルートが多様で，インフォーマルな自立のルートの比重がきわめて高い。法
1２
学部出身者がきわめて多い，専門家の法的サービスによらずとも，法律案内
書等によってセルフ・サービス的な法律問題の処理がある程度まで可能であ
（23）
る」として，日本的風土のなカムの法規部のあり方を説かれている。この見解
は日本型会社法規部論に傾いているものと推測できる。
その後小島教授は，前述の「法と日米関心」のシンポジウムでのＴｈｅ
（24）
Ｒｏｌｅｏｆｌｎ－ＨｏｕｓｅにおけるリチャードＷ,デューゼンバーグ氏のアメリ
（25）（26）
力個l発言と弁護士中津晴弘氏の日本側の発言に対し，日本企業における会社
法規部の模範形態－特に将来のわが国の会社法規部像について，つぎのよ
（27）
うに発言されている。
すなわち，小島教授は，日本の法規部が遠い将来どのような形態をとるか
を予見することはほとんど不可能であるが，それを承知で将来の形態を予測
してふると，という前提条件をおきながら，わが国の会社法規部の模範形態
として，
第１に，近未来の法規部は，アメリカ企業より小さいヨーロッパ企業の規
模に似通ったものになること，と説かれている。
第２に，日本の法規部は，弁護士資格を有しえないスタッフとなっている
が，主義としてこのシステムを支援すること。
第３に，現今，ほとんどの会社は，法規部に社内弁護士を擁していないが，
これは早急に改善するよう強く奨めたい。だが，法規部のスタッフがすべて
社内弁護士でなければならないと強調するつもりはないこと。
小島教授は，将来の会社法規部の模範形態は，混成（hybrid）型を提唱
されていると解せられる。この混成型会社法規部論は，私が主張している折
（28）
衷型会社法規部論にｵﾛ通じる見解であるとも承られる。
（１）ManselG，BrackfordandAustin，Kerr；BusinessＥ"/e′pﾉｰﾉｓｅｊ〃
Ａ"zer/cα〃〃/stoγｙ（1986)，AlfredD，Chandler，Ｊｒ；ＴﾊｃＷｓｊ６化Ｈα"d-
TﾉｚｅＭｚ"αgesjaノRczﾉo/zﾉﾉﾉo〃ノ〃Ａｍｅｒｉｃａ〃Ｂｚ`ｓｉ"CSS，ｐ､81(1977).
（２）1970年現在では，社内弁護士を人的要素とする本社法規部はエッソ石油，シ
ェル石油等外資系企業以外にはふられない。弁護士資格を有する者を役員として
構成する企業は，日本電気その他数社に承られたが，それらは監査役てとしであ
社内弁護士小論（大矢）１３
つた。
（３）経営法友会の会社法規部に関する1980年８月１日付調査日時とする第４次実
態調査によると，社員として弁護士有資格者は，同調査の回答350社中，５社(日
本アイ・ビー・エム，東レ，日本郵船，阪急，日本交通公社）を数えるの承であ
ったという。なお，同調査は，アンケート発送数2,750通，回収回答数398通，回
収率１４．５％となっている（『会社法務部一第４次実態調査の分析報告』別冊Ｎ
ＢＬNo.８商事法務研究会1982年刊)。
また，同経営法友会の会社法規部に関する1975年６月27日付の会社法規部に関
する1975年６月27日付の第３次実施調査によると，社員等として弁護士有資格者
は，同調査の回答469社中，
①社員として４社（廷５名）（住友化学工業２名，シェル興産１名，東レ１
名，住友金属工業１名）
②取締役として１社（味の素１名）
③監査役として２社（トヨタ自動車，博報堂，１名）
④司法研修所修了者２社（博報堂，三菱重工業，各１名）
⑤嘱託として１社（東京瓦斯）
となっている（『会社法務部~その任務と活動』別冊ＮＢＬNo.２，９８頁以下
商事法務研究会1976年刊）
（４）この完全なる会社法規部には，つぎの特質を有する。
１．企業経営上のあらゆる法律事務を一元的・集中的に処理する部署。
２．企業経営上のあらゆる法律事務や法的危険を予防法務的かつ戦略的に処理す
る。
３．会社法務の法律専門のサービス部署であると共に，戦略法務を志向するゼネ
ラルスタッフである。
４．純法律家である弁護士（lawyer）と企業ジュリスト（corporatejurist）等
の準法律家（lawspecialist）等の法律専門家の集団である。
（５）この定義は，先きに発表した完全なる会社法規部のそれに，リーガルリス
ク・マネージメントの基本理念を付加し発展させたものである（拙稿「完全なる
会社法規部」１８頁以下。拙著『新版現代の経営法学』321頁)。
（６）私はこのような主張に対し，ある雑誌の巻頭言に「『大きな法的･社会的問
題を起こした企業は，法務部がなかったところが多い。リクルートも法務部があ
ったらこんな問題が起きなかったのでないか』という趣旨の事が書かれていたが
…」このような主張は問題であるという趣旨の事が述べられていた。いわゆる大
企業で比較的最近新設された法務部の部長であるＫ氏は，「問題は，法務部の存
否にあるのではなく，高度な企業戦略に関する意思決定がおそらく法務部（法務
担当者）が関知しないところでなされていたのではないかということである」と
1４
述べられている。しかし，この主張は，経営と法律を一体化して意思決定を行う
予防法務の基本理念についての認識不足による誤解によるものと思われる。企業
経営の意志決定において経営と法律が一体化すれば，「高度な企業戦略に関する
意思決定が法務部が関知しないところでなされる」ということは，理論上ありえ
ないのである。また，法規部の存在を度外視して高度な企業戦略に関する意思決
定を行うトップマネージメントには，法規部の存在意義についての高度の認識と
哲学が欠けているとふられるケースが多い。最近の知的所有権係争事件にと糸に
その傾向が承られる。
（７）Maddock；ｏｐ，Cit.，pl36．
（８）Maddock；ｏｐ，Cit.，ppl25～133.
（９）TransnationalJurisPablications/ＵＳＡ；Ｕ､S､/JaPα"；ＣＯ刀z刀ｚｅＭａＪ
ノαz(ﾉα"ｄＴｒａｄＣ，pp495～500（1990）
(10）大矢・小林『会社法規部の研究』170頁以下。高石義一「社内弁護士制度の
最近の動向」季刊経営と法律73号17頁（1990年）
(11）「日経」平成３年４月22日付夕刊。
(12）日本経済新聞社が1989年に大手200社を対象に実施した「知的所有権・法務
部門調査」によると，社内弁護士を雇用している企業はつぎの通りであった(｢日
経産業新聞」1990年１月12日)。
①日本弁護士の資格を有する社内弁護士を擁する企業
ＮＫＫ（１名)，神戸製鋼所（１名)，新日本製鉄（４名)，松下電器産業（１
名)，日本アイ・ビー・エム（８名)，住友化学工業（１名)，
②海外の弁護士資格を有する社内弁護士を擁する企業
川崎製鉄（１名)，神戸製鋼所（３名)，ソニー（１名)，日本ビクター（１名)，
富士通（１名)，久保田鉄工（１名)，千作田化工建設（２名），東洋エンジニ
アリング（１名)，伊藤忠商事（１名)，住友商事（１名)，日商岩井（２名)，
丸紅（５名)，三井物産（４名)，西友（１名）
③法規部の責任者（部長等）が，取締役の企業
松下電器産業（専務取締役)，日本アイ・ビー・エム（常務取締役)，トヨタ自
動車（取締役)，トーメン（取締役）
なお，本調査対象外の企業，たとえば旭化成工業法務部その他に米国弁護士の資
格を有する社内弁護士を擁する企業の存するものと思われる（｢朝日」平成３年
４月20日付夕刊)。藤沢薬品や住友商事などのように法規部の責任者が，その後
取締役に就任している企業もある。
(13）松下電器産業の西田法務部長（当時）は，法規部の課題についてつぎのよう
に語っていた。「かつてのように“六法'，をひっくり返して“これはこういうこ
とです'，といった法律業務は現場に任せることにして，今は経営戦略中心で，た
社内弁護士小論（大矢）１５
とえば日本人には馴染承にくい著作権問題について，法律的理論武装の糸でなく，
その反対のためのプランニングと推進までアレンジする。かつては，法務部は参
謀本部の特殊舞台であったが，だんだん特殊とはいってはおれない」と（大矢・
小林「前掲」７５頁）
(14）本論文では，アメリカにおける会社法規部に関する公開討論会の記録(Pro‐
ceedingsofCorporateLawDepartmentForum）を特集した「ザ・ピジネ
スロイヤー」の1978年２月（第34号）臨時増刊号に掲載された巻頭論文である
（｢Procccd/"9ｓ〃CorPoγα'ｅノαz(ノルPαγ/ｍｅ"/Ｆｏγｍ"川；TheBusiness
LawyerSpesiallssueVo1．３４（1979)．
(15）道田信一郎『アメリカのビジネスと法』６頁有信堂1964年刊
(16）『アメリカにおける経営法務の実態一渡米経営法務視察団報告書』101頁以
下関西生産性本部（1972年）
(17）染野啓子「経営法学の方法」〈経営法学講座(1)>，法学セミナー109号（1965
年)，高石義一「危機に堪えうる法務を」ジュリスト857号45頁（1986年)，小島
武司「成熟期を迎えた企業法務の課題と展望」『会社法務部』別冊ＮＢＬ第16号
６頁以下，拙著『新版現代の経営法学』402頁。
(18）この戦略法務機能について，高石義一氏は，その論文「社内弁護士の役割」
で社内弁護士の役割として，①リーガルリスク・マネージメントの機能，②企業
経営方針としての法的基本方針の策定と執行，③地位の独立性があげられている。
(19）拙稿「会社法規部の役割」国士舘法学22号６頁以下（1991年)。
(20）大矢・小林『前掲』８７頁。アメリカの企業で最初に法規部を設置したのは，
1882年にスタンダード・オイル・ニュージャージ社が設置した法規部といわれる。
(21）このような背景を考慮して，わが国の企業も社内弁護士を人的組織とした
「アメリカ型法規部」を主張する見解もある。
(22）小島武司「会社法規部の理想と現実｣，『会社法務部』別冊ＮＢＬ第８号27頁。
(23）注２２
(24）Ｍｒ・RichardW，Duesenbergは，米国モンサント社上席副社長（当時)。
(25）Ｕ､S//ＡＰＡｊＶ；ＣＯ"mzeγｃｊａノＬａｚｕα"。Ｔγcacpp495-500．
(26）注25のpp501-503．
(27）注25のpp504-508．
(28）拙稿「会社法規部の戦略的機能(3)」比較法制研究第13号（1990年）
1６
３結びにかえて
以上述べてきたように，企業をめぐる経済的，社会的，法律的な環境が急
激に変化している今日，会社法規部の存在意義は，リーガルリスク。マネー
ジメントを志向する戦略的機能を果たす完全な会社法規部においてのみ見出
すことができるといえよう。
完全なる会社法規部は，その人的組織の中心を社内弁護士が擁する法規部
をいう。日本型会社法規部論は，準法律家として企業ジュリストを中心にし，
社内弁護士を人的組織として構成しない。アメリカ型会社法規部論は，その
人的組織として社内弁護士を中心と構成され，これに準法律家が補助する形
態である。前述したように，わが国の企業にあるべき会社型法規部の形態と
して，日本型会社法規部かアメリカ型会社法規部のどちらを選択すべきか否
かは，見解の分かれるところである。
この問題は，社内弁護士を擁せず企業ジュリストにリーガルリスク・マネ
ージメントの機能が完全に期待しうるか否かの問題に帰結するものである。
小島武司教授が説かれている「わが国の社会構造，裁判制度，弁護士業務，
（１）
法学教育」等の実態を踏えても，高石義一氏が主張されているように，「単
に経営者やビジネスマンの質と能力だけではなく，本当の意味でのプロフェ
（２）
ツショナル集団」としての法規部Ｆ１が要求されるであろう。ただ，ここでい
う法規部は，スタッフがすべて社内弁護士というアメリカ型社会法規部では
ない。前述した小島教授が提唱される混成型法規部は，アメリカ型会社法規
部と日本型会社法規部の中間にあって，やや日本型会社法規部に傾いている
ものと推察できるが，私が主張している折衷型会社法規部は，アメリカ型法
規部と日木型法規部の中間にあって，アメリカ型法規部へ志向するものであ
る。折衷型会社法規部の人的組織の社内弁護士に地位の独立という機能を保
障し，地位の独立を右することにより，リーガルリスク･マネージメントを
基調とし，戦略的機能を遂行する完全なる会社法規部が形成されるからであ
る。冒頭にあげたハネウェル対ミノルタ自動焦点特許紛争は，ミノルタカメ
社内弁護士小論（大矢）１７
ラ側に折衷型法規部が存在してかつ完全に機能していたならば，未然に回避
できた事件であったとZ入られる。
（１）小島武司「会社法規部の理想と現実」２７頁。
（２）高石義一「社内弁護士制度の最近の動向」季刊経営と法律73号18頁（1990年)。
